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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

第一部 【企業情報】

回次 第71期中 第72期中 第73期中 第71期 第72期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

 売上高 (百万円) 27,682 28,056 40,870 58,138 58,390

 経常利益 (百万円) 998 1,442 1,551 2,369 3,184

 中間(当期)純利益 (百万円) 440 603 986 1,910 1,543

 純資産額 (百万円) 56,028 57,860 58,757 58,118 57,925

 総資産額 (百万円) 83,501 82,379 102,156 87,234 82,309

 １株当たり純資産額 (円) 1,989.45 1,365.70 1,405.12 1,372.80 1,388.20

 １株当たり中間 
 (当期)純利益

(円) 15.58 14.26 23.39 43.46 36.57

 潜在株式調整後 
 １株当たり 
 中間(当期)純利益

(円) 15.47 14.23 - 43.17 36.42

 自己資本比率 (％) 67.1 70.2 57.5 66.6 70.4

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) 3,795 322 △2,531 4,950 2,167

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △2,784 △95 △1,408 △1,019 △440

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △3,571 △195 △929 △3,688 △1,524

 現金及び現金同等物の 
 中間期末(期末)残高

(百万円) 9,825 12,697 8,055 12,661 12,868

 従業員数 (名) 1,403 1,264 2,132 1,385 1,268

(2) 提出会社の経営指標等

 売上高 (百万円) 23,465 24,625 24,266 49,074 51,217

 経常利益 (百万円) 1,049 1,437 922 2,363 2,942

 中間(当期)純利益 (百万円) 618 1,114 421 2,164 1,940

 資本金 (百万円) 11,899 11,899 11,899 11,899 11,899

 発行済株式総数 (千株) 28,491 42,737 42,737 42,737 42,737

 純資産額 (百万円) 55,242 57,617 57,598 57,264 57,472

 総資産額 (百万円) 77,627 80,302 78,357 81,329 80,497

 １株当たり配当額 (円) 5.00 5.00 5.00 10.00 10.00

 自己資本比率 (％) 71.2 71.8 73.5 70.4 71.4

 従業員数 (名) 886 864 850 873 858



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 提出会社の経営指標等の「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しています。

３ 提出会社は、平成17年11月18日付で、普通株式１株につき1.5株の割合で株式分割を行っています。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しています。 

５ 平成19年９月中間期の「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、希薄化効果を有する潜

在株式がないため記載していません。 

  



２ 【事業の内容】 

当社グループは、特装車事業（ダンプトラック、テールゲートリフター、タンクローリ、ごみ収集車な

どを始めとする特装車の製造販売）、環境事業（リサイクルプラザ・リサイクルセンター、ＲＤＦ（ごみ

固形燃料化）施設、廃棄物ガス化溶融施設等の環境整備機器及び施設の製造販売）ならびに不動産賃貸等

事業（立体駐車装置の製造・据付・販売、コインパーキングの運営、不動産賃貸）を主な事業内容とし、

各事業に関するサービス業務を展開しています。 

当中間連結会計期間における事業の内容についての重要な変更は以下の通りであります。 

特装車事業において、国内基盤の更なる強化を図るために、日本トレクス株式会社を平成19年４月１日

より連結子会社といたしました。これにより、トレーラー・バン・ウィングボデーの製造販売が、事業内

容として新たに加わりました。 

なお、環境事業、不動産賃貸等事業については、事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、次の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

２ 上記の会社は、特定子会社に該当いたします。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。)であります。 

２ 従業員が前連結会計年度末に比べて864名増加していますが、主として平成19年４月１日付で、日本トレク

ス株式会社を連結子会社としたことによるものです。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社及び連結子会社の日本トレクス株式会社の労働組合は健全なる単一組合であり、上部団体に

は加盟していません。 

過去、労使間の紛争もなく協力の実をあげており、労使間に特記すべき事項はありません。 

  

名   称 住 所
資本金
(百万円)

主要な事業
の 内 容

議決権の
所有割合
(％)

関 係 内 容

(連結子会社)
日本トレクス 株式会社

愛知県宝
飯郡

2,011 特装車 100

部品供給・共同調達・
共同開発 
役員の転籍等 
転籍１名 出向１名

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

特装車事業 1,778

環境事業 305

不動産賃貸等事業 49

合計 2,132

従業員数(名) 850



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の我が国経済は、個人消費の伸び悩みや米国経済減速等の不安定な材料があった

ものの、企業業績が好調で、雇用情勢も改善傾向が続くなど、景気は緩やかな回復基調となりました。

このような状況下、当社グループは中期経営計画「Ｐｌａｎ2007」（2007年4月～2010年3月）の初年

度として、経営基盤の強化と企業価値の向上を図るため、各事業の積極的な展開を図り、業績の向上に

努めました。なお、主力の特装車事業の一層の充実・強化を図るため、日本トレクス株式会社の全株式

を平成19年4月1日付で住友軽金属工業株式会社より取得し、同社は当社の連結子会社となりました。 

この結果、当中間連結会計期間の業績は前中間連結会計期間に比べ、売上高は特装車事業の排気ガス

規制による代替需要の一巡による国内売上の減少がありましたが、輸出や中国現地工場（昆山工場）の

業績が順調に増加したこと、さらには新規連結の日本トレクスの売上を計上したこと等により、全体で

は12,813百万円（45.7％）増加して40,870百万円となりました。営業利益は、特装車事業、不動産賃貸

等事業（立体駐車装置、コインパーキング）の増益効果がありましたが、環境事業における採算性の悪

化により、5百万円（0．3％）増の1,595百万円にとどまりました。経常利益は、営業外収益として日本

トレクスの株式取得による負ののれんの償却を計上したこと等により、109百万円（7.6％）増加して

1,551百万円となりました。中間純利益は、税負担の軽減により383百万円（63.4％）増加して986百万

円となりました。 

事業の種類別セグメントの概要は次のとおりであります。 

  

＜特装車事業＞ 

特装車事業につきましては、国内は、ディーゼル車の排気ガス規制による代替特需が一巡し、需要が

減少いたしました。このような中、日本トレクスのグループ会社化による製品ラインナップの強化、海

外事業の拡大、製品の価格改訂、中国からの資材調達等によるコストダウン、サービス体制の充実等の

諸施策を実行いたしました。新規連結の日本トレクスでは、主力のトレーラー事業への一層の注力を図

ることにより収益性の向上に努めました。海外につきましては、インフラ整備で高水準な建設需要が続

く中国市場の需要に対応するため、昆山工場での建設関連車両（ミキサー車、コンクリートポンプ車）

の生産強化を図りました。また、世界各国への輸出にも積極的に取り組み、海外での拡販を図りまし

た。 

これらの結果、特装車事業の売上高は、国内は日本トレクスの新規連結効果により大幅に増加し、海

外につきましては東南アジア、中近東、アフリカ向けの輸出や昆山工場の生産がそれぞれ好調に推移い

たしました。全体では10,988百万円（48.8％）増加して33,524百万円となりました。営業利益につきま

しては、日本トレクスの新規連結の効果や昆山工場の黒字化により84百万円（6.5％）増加して1,369百

万円となりました。 

  

＜環境事業＞ 

環境事業につきましては、プラント建設工事の採算性が厳しい中、安定的な収益を見込むことができ

るメンテナンス・運転受託に一層努め、収益の確保を図りました。新規プラント建設の受注について

は、各自治体の財政難や各プラントメーカーとの競争により厳しい受注環境が続く中、より採算性を重

視した受注に努めました。 

この結果、受注は3,685百万円（46.1％）減少して4,305百万円となりました。売上高は、前連結会計

年度に受注したプラント建設工事が進捗し、メンテナンス・運転受託事業も堅調だったことから1,619

百万円（58.3％）増加して4,399百万円となりました。営業利益は、プラント建設工事で採算性が大幅

に悪化したことにより、124百万円減少して161百万円の損失となりました。 

  

＜不動産賃貸等事業＞ 

不動産賃貸等事業につきましては、コインパーキングは、新規物件の開拓に努めるとともに、既存物

件の採算性向上を図りました。立体駐車装置につきましても、新規受注に努めながらサービス、メンテ

ナンスに取り組みました。 

この結果、売上高は248百万円（8.4％）増加して3,219百万円となりました。営業利益は46百万円

（13.7％）増加して384百万円となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、期首残高に比べて4,813百万円減少して8,055

百万円となりました。 

その主な内訳は以下のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動による資金収支は、△2,531百万円（前年同期比 △2,854百万円）となりましたが、これは

売上債権の増加や法人税等の支払があったことなどによるものです。  

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動による資金収支は、△1,408百万円（前年同期比 △1,313百万円）となりました。これは新

規連結の日本トレクスの株式を取得したことなどによるものです。  

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動による資金収支は、△929百万円（前年同期比 △733百万円）となりました。これは、短期

借入金の返済や自己株式の取得による支出などが主な要因です。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 
  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しています。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 
(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去しています。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

３ 特装車事業における上記の金額には、当中間連結会計期間より連結子会社となった日本トレクス株式会社の

受注高および受注残高が含まれています。 

４ 不動産賃貸等事業に含まれるコインパーキング及び不動産賃貸につきましては、継続取引のため除いていま

す。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 
  

 
(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去しています。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

特装車事業 33,523 +48.8

環境事業 4,399 +58.3

不動産賃貸等事業 2,947 +7.5

合計 40,870 +45.7

事業の種類別セグメントの名称
受注高 
(百万円)

前年同期比(％)
受注残高
(百万円)

前年同期比(％)

特装車事業 34,408 +44.6 9,758 +71.0

環境事業 4,305 △46.1 9,043 +6.3

不動産賃貸等事業 1,586 +0.4 1,922 △5.8

合計 40,300 +20.8 20,724 +96.4

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

特装車事業 33,523 +48.8

環境事業 4,399 +58.3

不動産賃貸等事業 2,947 +7.5

合計 40,870 +45.7



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が対処すべき課題について、重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

（財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針） 

当社は、株式の大量取得を目的とする買付が行われる場合、これに応じるか否かは株主の皆様の判断に

委ねられるべきであると考えます。しかしながら、それが不当な目的による企業買収である場合には、当

社の企業価値および株主共同の利益を守ることが経営者の当然の責務であると考えます。 

従いまして当社株式の大量買付に対しましては当該買付者の事業内容、将来の事業計画ならびに過去の

投資行動等から当該買付行為または買付提案が当社の企業価値ならびに株主共同の利益に与える影響を慎

重に検討していく必要があるものと考えます。 

現在のところ不当な目的による大量取得を意図する買付者が存在し具体的な脅威が生じている訳ではな

く、またそのような買付者が現れた場合の具体的な取組み（いわゆる「買収防衛策」）を予め定めるもの

ではございませんが、株主の皆様から委任された経営者として、当社株式の取引や株主の異動状況を注視

するとともに有事対応マニュアルを整備し、大量買付を意図する買付者が現れた場合、直ちに当社として

も適切と考えられる措置を講じます。 

具体的には、専門家（アドバイザー）を交えて当該買収提案の評価や買付者との交渉を行い、当該買収

提案（または買付行為）が当社の企業価値および株主共同の利益を損なう場合は具体的な対抗措置の要否

およびその内容等を速やかに決定し、対抗措置を実行する体制を整えます。 

なお、買収防衛策の導入につきましても、重要な経営課題の一つとして、買収行為を巡る法制度や関係

当局の判断・見解、世間の動向等を注視しながら、今後も継続して検討を行ってまいります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約等はありません。 

  



５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発は、新規製品、新技術の開発、既開発製品の改良を主体とし、当社及び連結子

会社の日本トレクス株式会社ならびに極東開発パーキング株式会社が担当して行っています。 

当社の研究開発において、新規製品、新技術の開発は主として技術本部が担当し、既に商品化している

製品の改良開発、シリーズ拡大などは各工場及び環境事業部及び連結子会社の極東開発パーキング株式会

社が単独もしくは技術本部と共同で行っています。また、連結子会社の日本トレクス株式会社において

は、新規製品、新技術の開発ならびに製品の改良開発は設計部が担当しています。 

当中間連結会計期間における研究開発費の総額は、518百万円であります。 

  

＜特装車事業＞ 

特装車事業では、当社及び連結子会社の日本トレクス株式会社において、物流、荷役、環境保全に注力

し、流通コストの低減、省力化、安全性や操作性の向上に貢献できる製品の開発・改良・シリーズの拡大

など商品力の強化に取り組んでいます。 
  
当中間連結会計期間に開発が完了した主な製品は、 

・２トンプレス式塵芥車のフルモデルチェンジとして、イメージを一新するデザインとともに、クラス 大の投入

口幅、国内トップクラスの積込量及び独自機構採用による作業環境改善を実現した「２トンプレスパック」 

・3.5トン車クラスのコンクリートポンプ車で 高性能である、Ｍ型4段屈折18ｍ級ブームを搭載し、ポンピングチ

ューブの耐久性を向上させ、クラス 大の吐出量を実現した、新型スクイーズ式コンクリートポンプ車「ＰＨ５

５－１８」 

・携帯電話を利用し、計量装置付き塵芥車「スケールパッカー」で収集したごみの計量データ等を管理するシステ

ムを実現した「パッカーケータイシステム」 

・力強く、より静かに生まれ変わった、後部格納式（Ｇ型）テールゲートリフター「パワーゲートＧⅡ１０００」 

・広幅鋼板を運搬するために、荷台を傾斜した状態で、走行可能な平床セミトレーラ「傾斜台車付セミトレーラ」 

・後端からの荷役を可能にする、昇降式渡し板を装備した、20フィート又は40フィート海上コンテナ積載用セミト

レーラ「昇降荷台付セミトレーラ」 

  
また、当中間連結会計期間における産業財産権の出願件数は14件で、研究開発費の総額は401百万円で

あります。 

  

＜環境事業＞ 

環境事業では、当社において、地球規模で叫ばれている環境保全・リサイクル化の観点から、益々重要

となる廃棄物処理のトータルシステムの構築を目指し、資源ごみの選別装置、ＲＤＦ（ごみ固形燃料化）

装置、炭化装置、廃棄物ガス化溶融炉などの技術開発・改良に取り組んでいます。 

当中間連結会計期間における産業財産権の出願件数は５件で、研究開発費の総額は108百万円でありま

す。 

  

＜不動産賃貸等事業＞ 

不動産賃貸等事業では、連結子会社の極東開発パーキング株式会社において、集合住宅向立体駐車装置

のシリーズ化・改良・開発を行っています。 

当中間連結会計期間における研究開発費の総額は７百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、日本トレクス株式会社が連結子会社となったため、同社の主力工場であ

る本社事業所及び音羽事業所が新たに当社グループの主要な設備となりました。当該設備の状況は、以下

のとおりでありす。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおり

であります。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

会社名 
事業所名

所在地
事業の種類別 
セグメントの
名    称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

工具器具
及び備品

合計

日本トレク
ス株式会社 
本社事業所

愛知県宝飯郡 特装車事業
ト ラ ッ ク 架
装・トレーラ
生産用設備

977 649
4,540

(114,417)
46 6,213 695

日本トレク
ス株式会社 
音羽事業所

愛知県宝飯郡 特装車事業
トラック架装
用設備

590 221
464

(20,889)
10 1,287 84

会社名 
事業所名

所在地
事業の種類別 
セグメントの
名    称

設備の内容

帳簿価額(百万円)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

工具器具
及び備品

合計

提出会社 
福岡工場

福岡県飯塚市 特装車事業 成型加工設備 － 59 － － 59



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれていません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  旧商法の規定に基づく新株予約権の状況 

(平成17年６月29日定時株主総会決議) 

 
(注) １ 新株予約権の数および新株予約権の目的たる株式の数は、定時株主総会決議における新株予約権の数および

新株予約権の目的たる株式の数から、退職等の理由により権利を喪失した者の数を減じています。 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 170,950,672

計 170,950,672

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 42,737,668 42,737,668

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部)

―

計 42,737,668 42,737,668 ― ―

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数 (注)１   10,148個 10,141個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (注)１、２   1,522,200株 1,521,150株

新株予約権の行使時の払込金額 (注)３、６ 1,051円 同左

新株予約権の行使請求期間
平成19年７月１日から
平成22年６月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 1,051円
資本組入額 526円

同左

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)５ 同左

代用払込みに関する事項 ――― ―――

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付 
に関する事項

――― ―――



２ 新株予約権を発行する日(以下、「発行日」という)以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の

算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権の

うち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株

未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切上げる。 

 
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使により新株式

を発行する場合を除く)は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切上げ

る。 

 
  上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。 

４ ① 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、執行役

員、監査役もしくは従業員の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正

当な理由のある場合はこの限りでない。 

  ② その他、権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議により決定するものとする。 

５ 新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要するものとする。 

６ 平成17年11月18日付で当社普通株式１株を1.5株に株式分割いたしました。これにより新株予約権行使時の

払込金額は1,051円に、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額は

1,051円及び526円にそれぞれ調整されています。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割(または併合)の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込価額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金
増減額 
(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

－ 42,737,668 － 11,899 － 11,718



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 住所欄の( )書きは、常任代理人の住所を記載しています。 

２ 当社は自己株式を920千株(2.2％)所有していますが、上記大株主からは除外しています。 

３ 日興シティグループ証券株式会社より平成18年11月９日付で提出された大量保有報告書変更報告書により、

平成18年10月31日現在、同社が464千株(1.1％)、日興アセットマネジメント株式会社が628千株(1.5％)を共

同保有している旨の報告を受けていますが、当社として当中間期末現在における実質所有株式数の確認がで

きませんので、上記大株主の状況には含めていません。 

４ シュローダー投信投資顧問株式会社より平成19年１月15日付で提出された大量保有報告書変更報告書によ

り、平成18年12月31日現在、シュローダー・インベストメント・マネージメント（シンガポール）リミテッ

ドが2,093千株(4.9％)所有している旨の報告を受けていますが、当社として当中間期末現在における実質所

有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めていません。 

５ 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行より平成19年６月４日付で提出された大量保有報告書により、平成19年５月28

日現在、同社が339千株（0.8%）、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社が1,698千株（4.0%）、三菱ＵＦＪ投信株式

会社が159千株（0.4%）を共同保有している旨の報告を受けていますが、当社として当中間期末現在におけ

る実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めていません。 

６ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社より平成19年10月１日付で提出された大量保

有報告書変更報告書により、平成19年９月24日現在、バークレイズ・グローバル・インベスターズ証券投信

投資顧問株式会社が741千株（1.7%）、バークレイズ・グローバル・インベスターズ、エヌ・エイが726千株

（1.7%）、バークレイズ・グローバル・インベスターズ・リミテッドが74千株（0.2%）を共同保有している

旨の報告を受けていますが、当社として当中間期末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、

上記大株主の状況には含めていません。 

７ 信託業務に係る株式数は確認できません。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１－８－11 2,182 5.1

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 2,129 5.0

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 1,500 3.5

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 
(退職給付信託みなと銀行口)

東京都港区浜松町２－11－３ 1,498 3.5

ジェーピーモルガンチェースバ
ンク385093 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室）

125 LONDON WALL,LONDON,EC2Y 5AJ U.K.
 
(東京都中央区日本橋兜町６－７)

1,315 3.1

宮 原 幾 男 東京都目黒区 1,170 2.7

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
(常任代理人 日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１－４－５
(東京都港区浜松町２－11－３)

1,012 2.4

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 トヨタ自動車口

東京都港区浜松町２－11－３ 837 2.0

極東開発共栄会 兵庫県西宮市甲子園口６－１－45 832 1.9

メリルリンチ日本証券株式会社
東京都中央区日本橋１－４－１
日本町１丁目ビルディング

780 1.8

計 ― 13,259 31.0



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれ

ぞれ1,500株及び50株含まれています。また、「完全議決権株式(その他)」の欄の議決権の数には、同機構名義

の議決権が15個含まれています。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 920,900

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)  (注)
普通株式

41,740,000
417,400 同上

単元未満株式       (注)  
普通株式 76,768 ― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 42,737,668 ― ―

総株主の議決権 ― 417,400 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
極東開発工業株式会社

兵庫県西宮市甲子園口 
６―１―45

920,900 ― 920,900 2.2

計 ― 920,900 ― 920,900 2.2

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

高(円) 998 1,069 1,110 1,167 1,124 901

低(円) 935 973 1,008 1,072 816 824



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しています。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(自平成18年４月１日至平成18年

９月30日)及び第72期中間会計期間(自平成18年４月１日至平成18年９月30日)の中間連結財務諸表及び中

間財務諸表については有恒監査法人により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の

規定に基づき、当中間連結会計期間(自平成19年４月１日至平成19年９月30日)及び第73期中間会計期間

(自平成19年４月１日至平成19年９月30日)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、大阪監査法

人により中間監査を受けています。 

 なお、有恒監査法人は、平成19年７月１日付をもってナニワ監査法人と合併し、名称を大阪監査法人に

変更しています。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,091 5,535 5,352

 ２ 受取手形及び売掛金 ※５ 24,260 35,478 24,451

 ３ 有価証券 7,606 2,524 7,515

 ４ たな卸資産 6,421 9,575 6,305

 ５ 前払費用 147 271 144

 ６ 繰延税金資産 849 1,087 871

 ７ その他 167 1,145 177

    貸倒引当金 △165 △159 △166

    流動資産合計 44,378 53.9 55,459 54.3 44,653 54.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 ※２ 13,311 14,626 13,210

  (2) 機械装置及び 
    運搬具

1,793 2,707 1,878

  (3) 土地 ※２ 12,819 18,140 12,795

  (4) 建設仮勘定 58 212 82

  (5) その他 327 28,310 372 36,058 289 28,256

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん ※６ 148 ― 129

  (2) その他 355 504 457 457 359 489

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 5,902 6,168 5,659

  (2) 長期貸付金 42 707 39

  (3) 長期前払費用 1,032 931 967

  (4) 繰延税金資産 330 358 355

  (5) その他 1,999 2,216 2,004

   貸倒引当金 △120 9,186 △201 10,180 △116 8,910

    固定資産合計 38,000 46.1 46,696 45.7 37,656 45.7

    資産合計 82,379 100.0 102,156 100.0 82,309 100.0



 

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※５ 10,329 19,084 10,463

 ２ 短期借入金 ※２ ─ 3,630 500

 ３ １年以内返済予定の 
   長期借入金

※２ 1,000 1,421 ―

 ４ 未払法人税等 1,096 368 1,283

 ５ 未払消費税等 209 194 253

 ６ 未払費用 2,051 2,550 2,070

 ７ 製品保証引当金 534 543 510

 ８ 工事損失引当金 ― 185 ―

 ９ その他 796 1,318 820

    流動負債合計 16,017 19.5 29,296 28.7 15,902 19.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ ─ 1,380 ―

 ２ 長期未払金 7 ― ―

 ３ 長期預り保証金 ※２ 4,339 4,236 4,362

 ４ 退職給付引当金 1,676 2,508 1,642

 ５ 役員退職慰労引当金 241 191 283

 ６ 負ののれん ※６ ― 1,960 ―

 ７ 繰延税金負債 1,835 3,436 1,796

 ８ その他 ※２ 401 390 395

    固定負債合計 8,501 10.3 14,102 13.8 8,480 10.3

    負債合計 24,519 29.8 43,398 42.5 24,383 29.6

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 11,899 14.4 11,899 11.6 11,899 14.5

 ２ 資本剰余金 11,718 14.2 11,718 11.5 11,718 14.2

 ３ 利益剰余金 32,910 40.0 34,347 33.6 33,619 40.8

 ４ 自己株式 △320 △0.4 △803 △0.8 △919 △1.1

   株主資本合計 56,208 68.2 57,162 55.9 56,318 68.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

1,534 1.9 1,248 1.2 1,391 1.7

 ２ 繰延ヘッジ損益 △0 △0.0 ― ― ― ―

 ３ 為替換算調整勘定 118 0.1 346 0.4 215 0.3

   評価・換算差額等 
   合計

1,652 2.0 1,594 1.6 1,607 2.0

   純資産合計 57,860 70.2 58,757 57.5 57,925 70.4

   負債純資産合計 82,379 100.0 102,156 100.0 82,309 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 28,056 100.0 40,870 100.0 58,390 100.0

Ⅱ 売上原価 22,105 78.8 33,869 82.9 46,201 79.1

   売上総利益 5,951 21.2 7,001 17.1 12,188 20.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 4,361 15.5 5,406 13.2 8,698 14.9

   営業利益 1,589 5.7 1,595 3.9 3,490 6.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 20 17 25

 ２ 受取配当金 44 63 54

 ３ 投資信託分配金 6 11 18

 ４ 社宅賃貸料 5 23 11

 ５ 団体生命保険配当金 ─ ― 7

 ６ 負ののれん償却額 ― 188 ―

 ７ 雑収入 38 115 0.4 45 349 0.9 68 186 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 41 104 83

 ２ 手形売却損 19 21 43

 ３ たな卸資産廃却損 84 47 124

 ４ 生産体制整備費用 1 7 19

 ５ 持分法による 
   投資損失

58 160 15

 ６ 雑支出 58 263 1.0 52 393 1.0 204 492 0.8

   経常利益 1,442 5.1 1,551 3.8 3,184 5.5

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 0 0 10

 ２ 貸倒引当金戻入益 15 17 17

 ３ 投資有価証券売却益 ─ ― 4

 ４ 関係会社株式売却益 227 242 0.9 ― 18 0.0 227 260 0.4

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 14 17 35

 ２ 投資有価証券評価損 7 63 7

 ３ 減損損失 ※３ 32 34 32

 ４ その他 7 62 0.2 8 122 0.3 7 83 0.1

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益

1,622 5.8 1,446 3.5 3,360 5.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,072 359 1,859

   法人税等調整額 △53 1,019 3.6 100 460 1.1 △42 1,817 3.2

   中間(当期)純利益 603 2.2 986 2.4 1,543 2.6



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

   前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 11,899 11,718 32,604 △349 55,873

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △211 △211

 役員賞与(注) △69 △69

 中間純利益 603 603

 自己株式の取得 △1 △1

 自己株式の処分 △13 30 16

 新規連結による減少高 △3 △3

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ 305 28 334

平成18年９月30日残高(百万円) 11,899 11,718 32,910 △320 56,208

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ 
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,105 ─ 138 2,244 58,118

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) ― △211

 役員賞与(注) ― △69

 中間純利益 ― 603

 自己株式の取得 ― △1

 自己株式の処分 ― 16

 新規連結による減少高 ― △3

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△571 △0 △20 △592 △592

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△571 △0 △20 △592 △257

平成18年９月30日残高(百万円) 1,534 △0 118 1,652 57,860



   当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 11,899 11,718 33,619 △919 56,318

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △208 △208

 中間純利益 986 986

 自己株式の取得 △535 △535

 自己株式の処分 △50 652 602

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 727 116 844

平成19年９月30日残高(百万円) 11,899 11,718 34,347 △803 57,162

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算 
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 1,391 215 1,607 57,925

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― △208

 中間純利益 ― 986

 自己株式の取得 ― △535

 自己株式の処分 ― 602

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△143 130 △13 △13

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△143 130 △13 831

平成19年９月30日残高(百万円) 1,248 346 1,594 58,757



   前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分の項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 11,899 11,718 32,604 △349 55,873

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 (注) △211 △211

 役員賞与 (注) △69 △69

 剰余金の配当 △211 △211

 当期純利益 1,543 1,543

 自己株式の取得 △644 △644

 自己株式の処分 △32 74 41

 新規連結による減少高 △3 △3

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額(純額)

―

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― 1,014 △569 444

平成19年３月31日残高(百万円) 11,899 11,718 33,619 △919 56,318

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算 
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,105 138 2,244 58,118

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 (注) ― △211

 役員賞与 (注) ― △69

 剰余金の配当 ― △211

 当期純利益 ― 1,543

 自己株式の取得 ― △644

 自己株式の処分 ― 41

 新規連結による減少高 ― △3

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額)

△713 77 △636 △636

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△713 77 △636 △192

平成19年３月31日残高(百万円) 1,391 215 1,607 57,925



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前 
   中間(当期)純利益

1,622 1,446 3,360

 ２ 減価償却費 670 910 1,388

 ３ 減損損失 32 34 32

 ４ のれん又は負ののれん 
   償却額

19 △166 38

 ５ 退職給付引当金及び役員 
   退職慰労引当金の増減額

△95 △282 △86

 ６ 未払賞与の増減額 67 ― ―

 ７ 製品保証引当金の増減額 124 △198 100

 ８ 貸倒引当金の増減額 17 △17 14

 ９ その他の引当金増減額 ― 185 ―

 10 受取利息及び受取配当金 △64 △80 △80

 11 支払利息 41 104 83

 12 その他の営業外収益 △50 △80 △106

 13 その他の営業外費用 171 135 400

 14 持分法による投資損益 58 160 15

 15 有価証券等評価損 7 63 9

 16 有価証券等売却損益 △227 ― △231

 17 固定資産売却損益 △0 0 △10

 18 固定資産除却損 12 15 33

 19 売上債権の増減額 △1,534 △2,173 △1,883

 20 棚卸資産の増減額 △121 △551 △29

 21 未収入金・前払費用等の 
   増減額

△7 ― ―

 22 その他資産の増減額 72 △475 72

 23 仕入債務の増減額 200 348 257

 24 割引手形の増減額 381 △386 580

 25 未払金・未払費用等の 
   増減額

126 ― ―

 26 その他負債の増減額 27 △14 132

 27 未払消費税等の増減額 △120 △199 △76

 28 役員賞与の支払額 △69 ― △69

    小計 1,360 △1,221 3,946

 29 利息及び配当金の受取額 46 79 54

 30 利息の支払額 △4 △97 △16

 31 その他の営業外収益の 
   受取額

49 85 100

 32 その他の営業外費用の 
   支払額

△94 △81 △284

 33 法人税等の支払額 △1,033 △1,295 △1,633

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

322 △2,531 2,167



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有価証券等の取得に 
   よる支出

△305 △75 △346

 ２ 有価証券等の売却に 
   よる収入

59 6 116

 ３ 固定資産の取得による 
   支出

△783 △635 △1,209

 ４ 固定資産の売却による 
   収入

1 50 63

 ５ 連結の範囲の変更を伴う 
   関係会社株式の取得によ 
   る支出

― △644 ―

 ６ 連結の範囲の変更を伴う 
   関係会社株式の売却によ 
   る収入

841 ― 841

 ７ 貸付金の実行による支出  △0 △116 △2

 ８ 貸付金の回収による収入  91 6 97

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△95 △1,408 △440

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の増減額 ─ △500 500

 ２ 長期借入による収入  ― 1,037 ―

 ３ 長期借入金の返済に 
   よる支出

─ △824 △1,000

 ４ 自己株式の取得による 
   支出

△1 △535 △644

 ５ 自己株式の売却による 
   収入

16 102 41

 ６ 配当金の支払額 △211 △208 △422

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△195 △929 △1,524

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
  係る換算差額

△4 12 △2

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額

27 △4,857 198

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

12,661 12,868 12,661

Ⅶ 新規連結に伴う現金及 
  び現金同等物の増加高

7 43 7

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

12,697 8,055 12,868



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(1) 連結の範囲に関す

る事項

連結子会社は10社であり、

主要な連結子会社は、㈱極

東開発東北、極東特装販売

㈱、極東サービスエンジニ

アリング㈱、極東サービス

エンジニアリング中部㈱、

極東サービスエンジニアリ

ング 北海 道 ㈱、㈱エフ・

イ・イ、㈱ エフ・イ・テ ッ

ク、極東サービスエンジニ

アリング西日本㈱、極東開

発パーキング㈱、極東開発

(昆山)機械有限公司であり

ます。非連結子会社は振興

自動車㈱及び極東特装車貿

易(上海)有限公司であり、

合計の総資産、売上高、中

間純損益(持分に見合う額)

および利益剰余金(持分に見

合う額)等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていません。 

 なお、前連結会計年度に

おいて非連結子会社であっ

た極東開発パーキング㈱は

重要性が増したことにより

当中間連結会計期間より連

結の範囲に含めています。

また、従来連結子会社であ

ったトヨタカローラ浪速㈱

及び㈱ソフテックは、保有

株式売却に伴い、当中間連

結会計期間より連結の範囲

から除外しています。

連結子会社は12社であり、

主要な連結子会社は、日本

トレクス㈱、㈱極東開発東

北、極東特装販売㈱、極東

サービスエンジニアリング

㈱、極東サービスエンジニ

アリング中部㈱、極東サー

ビスエンジニアリング北海

道 ㈱、㈱エフ・イ・イ、㈱

エフ・イ・テック、極東サ

ービスエンジニアリング西

日本㈱、極東開発パーキン

グ㈱、振興自動車㈱、極東

開発(昆山)機械有限公司で

あります。非連結子会社は

九州トレクス㈱、東北トレ

クス㈱及び極東特装車貿易

(上海)有限公司であり、合

計の総資産、売上高、中間

純損益(持分に見合う額)お

よび利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていません。 

 なお、日本トレクス㈱は

平成19年４月１日の株式取

得に伴い当中間連結会計期

間より連結子会社となりま

した。また、前連結会計年

度において非連結子会社で

あった振興自動車㈱は、重

要性が増したことにより当

中間連結会計期間より連結

の範囲に含めています。

連結子会社は10社であり、

「第１ 企業の概況 ４ 関係

会社の状況」に記載してい

るため省略しました。非連

結子会社は振興自動車㈱、

極東特装車貿易(上海)有限

公司の２社であり、合計の

総資産、売上高、当期純損

益(持分に見合う額)および

利益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ていません。 

なお、前連結会計年度にお

いて非連結子会社であった

極東開発パーキング㈱は重

要性が増したことにより当

連結会計年度より連結の範

囲に含めています。 

また、従来連結子会社であ

ったトヨタカローラ浪速㈱

及び㈱ソフテックは、保有

株式売却に伴い、当連結会

計年度より連結の範囲から

除外しています。

(2) 持分法の適用に関

する事項

持分法適用の非連結子会社

は、振興自動車㈱、極東特

装車貿易(上海)有限公司の

２社であり、持分法適用の

非連結関連会社は㈱クリー

ンステージの１社でありま

す。 

なお、極東特装車貿易(上

海)有限公司の中間決算日は

中間連結決算日と異なりま

すが、当該会社の中間会計

期間に係る中間財務諸表を

使用しています。 

また、前連結会計年度にお

いて持分法適用非連結子会

社であった開発商事㈱は、

保有株式売却に伴い、当中

間連結会計期間より持分法

適用の範囲から除外してい

ます。

持分法適用の非連結子会社

は、九州トレクス㈱、東北

トレクス㈱及び極東特装車

貿易(上海)有限公司の３社

であります。関連会社は㈱

クリーンステージの１社で

あり、持分法を適用してい

ます。 

なお、極東特装車貿易(上

海)有限公司の中間決算日は

中間連結決算日と異なりま

すが、当該会社の中間会計

期間に係る中間財務諸表を

使用しています。 

また、九州トレクス㈱及び

東北トレクス㈱は、平成19

年４月１日の日本トレクス

㈱の株式取得に伴い当中間

連結会計期間より持分法適

用の非連結子会社となりま

した。

持分法適用の非連結子会社

は、振興自動車㈱、極東特

装車貿易(上海)有限公司の

２社であります。関連会社

は㈱クリーンステージの１

社であり、持分法を適用し

ています。 

なお、極東特装車貿易(上

海)有限公司の期末日は連結

決算日と異なりますが、当

該会社の事業年度に係る財

務諸表を使用しています。 

また、従来持分法適用非連

結子会社であった開発商事

㈱は、保有株式の売却に伴

い、当連結会計年度より持

分法適用の範囲から除外し

ています。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

連結子会社の中間決算日が

中間連結決算日と異なる会

社は、極東開発(昆山)機械

有限公司であり、中間決算

日は６月30日であります。

なお３ヶ月間の連結会社間

取引は、金額的に重要なも

のについてのみ調整を行う

こととしています。

同左 連結子会社の決算日が連結

決算日と異なる会社は、極

東開発(昆山)機械有限公司

であり、決算日は12月31日

であります。なお３ヶ月間

の連結会社間取引は、金額

的に重要なものについての

み調整を行うこととしてい

ます。

(4) 会計処理基準に関

する事項

 a) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

  イ) 有価証券 満期保有目的の債券

 …償却原価法(定額法)

満期保有目的の債券

同左

満期保有目的の債券

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

  …中間連結決算日の市

場価格等に基づく時

価法(なお、評価差

額は全部純資産直入

法により処理し、売

却原価は移動平均法

により算出していま

す)

その他有価証券

 時価のあるもの

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

  …連結決算日の市場価

格等に基づく時価法

(なお、評価差額は

全部純資産直入法に

より処理し、売却原

価は移動平均法によ

り算出しています)

 

 

 時価のないもの

  …移動平均法による原

価法

 時価のないもの

同左

 時価のないもの

同左

  ロ) たな卸資産

     商品 個別法による原価法によっ

ています。

同左 同左

     原材料及 

 び仕掛品

総平均法による原価法によ

っています。

同左 同左

     貯蔵品 終仕入原価法による原価

法によっています。

同左 同左

 b) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

 

有形固定資産については、

建物は定額法によってお

り、その他は定率法によっ

ています。 

ただし、在外連結子会社に

ついては全て定額法によっ

ています。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。

建物及び構築物 ７～60年

機械装置及び 
運搬具

４～17年

また、取得価額10万円以上

20万円未満の少額減価償却

資産については、一括償却

資産として３年間で均等償

却する方法によっていま

す。

 

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴

い、当中間連結会計期間か

ら、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産つ

いて、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変

更しています。 

これに伴い、前中間連結会

計期間と同一の方法によっ

た場合と比べ、営業利益、

経常利益及び税金等調整前

中間純利益がそれぞれ８百

万円減少しています。 

なお、セグメント情報に与

える影響については、当該

箇所に記載しています。 

（追加情報） 

当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴

い、当中間連結会計期間か

ら、平成19年３月31日以前

に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用

により取得原価の５％に到

達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含

めて計上しています。 

この結果、従来の方法に比

べ、営業利益が51百万円、

経常利益及び税金等調整前

中間純利益がそれぞれ51百

万円減少しています。 

なお、セグメント情報に与

える影響については、当該

箇所に記載しています。

無形固定資産については、

自社利用のソフトウェアに

ついては社内における利用

可能期間(５年)に基づく定

額法、それ以外の無形固定

資産については定額法を採

用しています。

同左 同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 c) 重要な引当金の

計上基準

  イ) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、連結会社間の

債権債務を相殺消去した後

の債権を基礎として、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上していま

す。

同左 同左

  ロ) 製品保証引当

金

連結財務諸表提出会社にお

ける製品のアフターサービ

ス費及び無償修理費に備え

るため、過去の実績に基づ

き当中間期負担額を計上し

ています。

製品のアフターサービス費

及び無償修理費に備えるた

め、過去の実績に基づき当

中間期負担額を計上してい

ます。

製品のアフターサービス費

及び無償修理費に備えるた

め、過去の実績に基づき当

期負担額を計上していま

す。

  ハ) 工事損失引当

金

――― 受注工事に係わる将来の損

失に備えるため、損失発生

の可能性が高く、かつその

損失見込額を合理的に見積

もることができる工事につ

いて、当該損失見込額を計

上しています。 

（追加情報） 

受注環境が厳しさを増した

ことに伴い、受注採算管理

の精度を従来よりも向上さ

せたことにより、翌期以降

の損益に重要な影響を与え

る可能性の高い受注工事の

存在が明らかになったた

め、その損失に備えるため

の引当を行いました。 

この結果、従来の方法に比

べ、営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益

がそれぞれ185百万円少な

く計上されています。

―――



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ニ) 退職給付引当

金

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しています。 

なお、数理計算上の差異に

ついては、各連結会計年度

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定率法によ

り計算した額を発生の翌連

結会計年度より費用処理し

ています。

同左 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において

発生していると認められる

額を計上しています。 

なお、数理計算上の差異に

ついては、各連結会計年度

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定率法によ

り計算した額を発生の翌連

結会計年度より費用処理し

ています。

   ホ) 役員退職慰労 
         引当金

役員及び執行役員の退職慰

労金の支出に備えて、内規

に基づく中間連結会計期間

末要支給額を計上していま

す。

同左 役員及び執行役員の退職慰

労金の支出に備えて、内規

に基づく連結会計年度末要

支給額を計上しています。

 d) 重要な外貨建の

資産又は負債の

本邦通貨への換

算基準

外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理し

ています。 

なお、在外子会社の資産及

び負債は、中間連結決算日

の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整

勘定に含めています。

同左 

 

外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してい

ます。 

なお、在外子会社の資産及

び負債は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定

に含めています。

 e) 重要なリース取

引の処理方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい

ます。

同左 同左

 f) 重要なヘッジ会

計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっ

ています。

  振当処理の要件を満た

している為替予約等に

ついては、全額振当処

理を行っています。

  特例処理の要件を満た

している金利スワップ

については、特例処理

を行っています。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

 a ヘッジ手段

   ……為替予約

   ヘッジ対象

   ……外貨建金銭債務

 b ヘッジ手段

   ……金利スワップ

   ヘッジ対象

   ……手形割引

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(3) ヘッジ方針

  外貨建の契約の締結時

に先物為替予約を行う

ことを基本方針とし、

実需の範囲内に、また

金利スワップについて

は、手形割引残高の範

囲内に限定していま

す。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

  金利も含めた相場変動

幅すべてをその評価対

象に含めています。

  ただし、特例処理によ

っている金利スワップ

については有効性の判

定を省略しています。

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

(5) その他リスク管理方法

のうちヘッジ会計に係

るもの

  為替予約及び金利スワ

ップ取引の管理は、連

結財務諸表提出会社の

財務部にて行われてお

り、取引に当ってはそ

の都度「社内規程」に

基づき財務担当役員の

承認を受けて実施し、

また、月次報告等によ

り内部統制を機能さ

せ、リスク管理を行っ

ています。

(5) その他リスク管理方法

のうちヘッジ会計に係

るもの

同左

(5) その他リスク管理方法

のうちヘッジ会計に係

るもの

同左

 g) その他の中間連

結財務諸表(連

結財務諸表)作

成のための重要

な事項

  イ) 収益及び費用

の計上基準

連結財務諸表提出会社にお

ける売上高のうち、工期が

１年を超え、かつ請負金額

が２億円以上の環境事業プ

ラント工事については、工

事進行基準を採用していま

す。

同左 同左



 

項目

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ロ) 消費税等の会

計処理

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によっ

ています。

同左 同左

(5) 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなります。

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなります。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間連結会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しています。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は57,861百万円であり

ます。 

また、前中間連結会計期間において

「資産の部」の「その他」に含めて

表示していました「繰延ヘッジ損

失」は、当中間連結会計期間から税

効果調整後の金額を「評価・換算差

額等」の内訳科目の「繰延ヘッジ損

益」として表示しています。なお、

前中間連結会計期間の繰延ヘッジ損

失について、当中間連結会計期間と

同様の方法によった場合の金額は６

百万円であります。  

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成していま

す。

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当連結会計年度から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しています。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は57,925百万円であり

ます。 

連結財務諸表規則の改正により、当

連結会計年度における連結財務諸表

は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しています。

(企業結合に係る会計基準等) 

当中間連結会計期間から「企業結合

に係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号）並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計

基準適用指針第10号）を適用してい

ます。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。

――― (企業結合に係る会計基準等) 

当連結会計年度から「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会 平

成15年10月31日）及び「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 企業会

計基準第７号）並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準委員

会 終改正平成18年12月22日 企

業会計基準適用指針第10号）を適用

しています。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。

─── ――― (役員賞与に関する会計基準) 

当連結会計年度から「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年11月29日 企業会計基

準第４号）を適用しています。これ

により、従来と同じ方法によった場

合と比べて、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益がそれぞ

れ78百万円減少しています。



表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において無形固定資産の「その

他」に含めて表示していました「営業権」は当中間連

結会計期間より「のれん」として独立科目表示してい

ます。なお、前中間連結会計期間の無形固定資産の

「その他」に含まれる「営業権」は164百万円でありま

す。

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において固定負債に表示してい

ました「長期未払金」は金額が僅少なため、当中間連

結会計期間より「その他」に含めて表示しています。

なお、当中間連結会計期間の固定負債の「その他」に

含まれる「長期未払金」は５百万円であります。

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において特別損失に表示してい

ました「早期退職優遇金」および「ゴルフ会員権貸倒

引当金繰入損」は金額が僅少なため、当中間連結会計

期間より特別損失の「その他」に含めて表示していま

す。なお、当中間連結会計期間の特別損失の「その

他」に含まれる「早期退職優遇金」は２百万円、「ゴ

ルフ会員権貸倒引当金繰入損」は２百万円でありま

す。

―――

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において「営業活動によるキャ

ッシュ・フロー」の「連結調整勘定償却額」および

「減価償却費」に含めて表示していました「営業権償

却額」は当中間連結会計期間より「のれん償却額」と

して表示しています。なお、前中間連結会計期間の

「減価償却額」に含まれる「営業権償却額」は５百万

円であります。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において表示していました「未

収入金・前払費用等の増減額」は表示における重要性

が乏しいため、当中間連結会計期間より「その他資産

の増減額」に、「未払賞与の増減額」、「未払金・未

払費用等の増減額」は「その他負債の増減額」にそれ

ぞれ含めて表示しています。なお、当中間連結会計期

間の「その他資産の増減額」に含まれる「未収入金・

前払費用等の増減額」は△520百万円、「その他負債の

増減額」に含まれる「未払賞与の増減額」は△43百万

円、「未払金・未払費用等の増減額」は３百万円であ

ります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

項目
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産か

ら控除した減価

償却累計額

17,576百万円 26,863百万円 17,814百万円

※２ 担保資産及び担

保付債務

 

 担保に供する資産

土地 749百万円
建物 3,053百万円

計 3,803百万円

担保に供する資産

土地 5,779百万円

建物 4,370百万円

投資有価
証券

177百万円

計 10,327百万円

 

担保に供する資産

土地 749百万円
建物 2,975百万円

計 3,725百万円

 

 担保付債務

長期預り
保証金

4,213百万円

その他 209百万円

計 4,423百万円

担保付債務

短期借入金 140百万円

１年以内
返済予定の
長期借入金

1,409百万円

長期借入金 1,378百万円

長期預り
保証金

4,096百万円

その他 180百万円

計 7,205百万円

 

担保付債務

長期預り 
保証金

4,222百万円

その他 176百万円

計 4,398百万円

 ３ 保証債務

  (1)㈱クリーンス

テージの銀行借

入金に対する保

証債務

4,435百万円

 （連帯保証であり、提出会 

 社の負担割合は50％）

4,106百万円

 （連帯保証であり、提出会 

 社の負担割合は50％）

4,271百万円

 （連帯保証であり、提出会 

 社の負担割合は50％）

  (2)㈱クリーンス

テージの私募債

発行に対する保

証債務

708百万円

 （連帯保証であり、提出会 

 社の負担割合は50％）

615百万円

 （連帯保証であり、提出会 

 社の負担割合は50％）

662百万円

 （連帯保証であり、提出会 

 社の負担割合は50％）

  (3)日本トレクス

㈱の従業員の銀

行借入金に対す

る保証債務

―百万円 73百万円 ―百万円

  (4)九州トレクス

㈱の銀行借入金

に対する保証債

務

―百万円 10百万円 ―百万円

  (5)提出会社製品

販売先のリース

会社等の有する

リース債権に対

する保証債務

37百万円 13百万円 227百万円

 
計 5,181百万円

 
計 4,819百万円

 
計 5,160百万円

 ４ 受取手形割引高 2,451百万円 2,307百万円 2,649百万円



項目
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(平成19年３月31日)

※５ 中間連結会計期

間末残高に含ま

れる中間連結会

計期間末日満期

手形

中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決

済処理しています。 

当中間連結会計期間末日が

金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間連

結会計期間末日の残高に含

まれています。
  受取手形  396百万円

 同左 

 

 

 

 

 

 

 

 
受取手形  900百万円

  支払手形 1,030百万円

連結会計年度末日の満期手

形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処

理しています。なお、当連

結会計年度末日は金融機関

の休日であったため、次の

満期手形が当連結会計年度

末日の残高に含まれていま

す。
 受取手形  364百万円

※６ のれん及び負の

のれんの表示

――― のれん及び負ののれんは、

相殺表示しています。相殺

前の金額は次のとおりで

す。

のれん 110百万円
負ののれん 2,070百万円

差引 1,960百万円

―――



(中間連結損益計算書関係) 

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般

管理費

主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

従業員
給料手当

1,893百万円

減価償却費 131百万円

製品保証引 
当金繰入額

534百万円

退職給付引 
当金繰入額

84百万円

貸倒引当金
繰入額

38百万円

主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

従業員
給料手当

2,470百万円

減価償却費 138百万円

製品保証引
当金繰入額

543百万円

退職給付引
当金繰入額

112百万円

旅費交通費 329百万円  

主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

従業員
給料手当

3,729百万円

減価償却費 269百万円

製品保証引 
当金繰入額

510百万円

退職給付引 
当金繰入額

169百万円

旅費交通費 511百万円

※２ 固定資産売却 

益

─── ─── 固定資産売却益の内訳は、

土地３百万円、建物２百万

円、機械装置３百万円、車

両運搬具１百万円でありま

す。

※３ 減損損失

 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の

資産グループについて減損

損失32百万円を計上しまし

た。

用途 種類 場所
金額 

(百万円)

遊休 
資産

土地
青森県 
八戸市 
他(2件)

23

売却 
予定 
資産

土地・ 
建物

静岡県 
伊東市

9

当社グループでは、事業資

産につきましては管理会計

上の区分を基準に、賃貸資

産、遊休資産及び売却予定

資産につきましては個別物

件単位で、また本社・福利

厚生施設等に関しては共用

資産として資産のグルーピ

ングを行なっています。そ

の結果、時価が下落してい

る遊休資産については、当

該資産の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、また売

却予定資産については正味

売却価額まで減額し、当該

減少額を減損損失として特

別損失に計上しています。

その内訳は土地 30百万円、

建物２百万円であります。

なお、当該遊休資産の回収

可能価額は正味売却価額に

より測定しており、路線価

又は固定資産税評価額を合

理的に調整した価額により

算定しています。

 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の

資産グループについて減損

損失34百万円を計上しまし

た。

用途 種類 場所
金額 

(百万円)

遊休 

資産
土地

青森県 

八戸市
34

当社グループでは、事業資

産につきましては管理会計

上の区分を基準に、賃貸資

産及び遊休資産につきまし

ては個別物件単位で、また

本社・福利厚生施設等に関

しては共用資産として、資

産のグルーピングを行って

います。その結果、時価が

下落している遊休資産につ

いては、当該資産の帳簿価

額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上して

います。なお、当該資産の

回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、路

線価又は固定資産税評価額

を合理的に調整した価額に

より算定しています。

 

当連結会計年度において、

当社グループは以下の資産

グループについて減損損失

32百万円を計上しました。

用途 種類 場所

遊休資産 土地
青森県 
八戸市 
他(2件)

売却予定
資産

土地・ 
建物

静岡県 
伊東市

当社グループでは、事業資

産につきましては管理会計

上の区分を基準に、賃貸資

産、遊休資産及び売却予定

資産につきましては個別物

件単位で、また本社・福利

厚生施設等に関しては共用

資産として資産のグルーピ

ングを行なっています。 

その結果、時価が下落して

いる遊休資産について、当

該資産の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、また売

却予定資産については正味

売却価格まで減額し、当該

減少額を減損損失として特

別損失に計上しています。

その内訳は土地30百万円、

建物２百万円であります。

なお、当該遊休資産の回収

可能価額は正味売却価額に

より測定しており、路線価

又は固定資産税評価額を合

理的に調整した価額により

算定しています。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加           1,221株 
  
減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 ストック・オプション行使に伴う減少        32,550株 

 単元未満株式の売渡しによる減少            182株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 42,737,668 ─ ─ 42,737,668

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 402,136 1,221 32,732 370,625

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 211 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月16日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 211 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 市場買付による増加                608,700株 

 単元未満株式の買取りによる増加           1,971株 
  
減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 ストック・オプション行使に伴う減少        197,550株 

 日本トレクス株式会社の株式取得に伴う減少     502,500株 

 単元未満株式の売渡しによる減少             44株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 42,737,668 ― ― 42,737,668

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 1,010,410 610,671 700,094 920,987

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月27日 
定時株主総会

普通株式 208 5.00 平成19年３月31日 平成19年６月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月14日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 209 5.00 平成19年９月30日 平成19年12月５日



次へ 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 市場買付による増加                      687,300株 

 単元未満株式の買取りによる増加            1,974株 
  

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 ストック・オプション行使に伴う減少        80,700株 

 単元未満株式の売渡しによる減少            300株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 42,737,668 ― ― 42,737,668

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 402,136 689,274 81,000 1,010,410

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 211 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月16日 
取締役会

普通株式 211 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 208 5.00 平成19年３月31日 平成19年６月28日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額の関係

現金及び預金勘定 5,091百万円

有価証券勘定 7,606百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
―百万円

現金及び現金同等物 12,697百万円
 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額の関係

現金及び預金勘定 5,535百万円

有価証券勘定 2,524百万円

預入期間が３ケ月を

越える定期預金
△5百万円

現金及び現金同等物 8,055百万円
 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額の関係

現金及び預金勘定 5,352百万円

有価証券勘定 7,515百万円

預入期間が３ケ月を

越える定期預金
―百万円

現金及び現金同等物 12,868百万円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

 

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具

1,727 1,101 626

工具器具
及び備品

403 256 146

合計 2,131 1,358 773

 

 

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末 
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具

1,715 778 937

工具器具
及び備品

640 339 301

合計 2,356 1,117 1,238

 

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高 
相当額 

(百万円)

機械装置
及び 
運搬具

1,607 681 925

工具器具
及び備品

430 164 265

合計 2,037 845 1,191

(注) 取得価額相当額は未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定していま

す。

(注)     同左 (注) 取得価額相当額は未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法に

より算定しています。

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 350百万円

１年超 422百万円

合計 773百万円

１年内 466百万円

１年超 772百万円

合計 1,238百万円

１年内 422百万円

１年超 769百万円

合計 1,191百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しています。

(注)     同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、有形固定資産の期末残

高等に占めるその割合が低い

ため、支払利子込み法により

算定しています。

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 229百万円

減価償却費相当額 229百万円

支払リース料 264百万円

減価償却費相当額 264百万円

支払リース料 468百万円

減価償却費相当額 468百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ています。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載は

省略しています。

(減損損失について)

同左

(減損損失について)

同左



(有価証券関係) 
  

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 
有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

   
２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

 

 
  

  
当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

有価証券 
１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

   
   (注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額です。なお、当中間連結会計期間において減損処理 

      を行い、投資有価証券評価損63百万円を計上しています。 

  
２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

 

 
    
  

前連結会計年度(平成19年３月31日) 
有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

   
   (注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額です。なお、当連結会計年度において減損処理 

      を行い、投資有価証券評価損７百万円を計上しています。 

  
２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

(1) 満期保有目的の債券 

 
(2) その他有価証券 

   
 
  

種類 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 2,236 4,823 2,587
債券 ─ ─ ─
その他 182 180 △1

合計 2,419 5,004 2,585

ＦＦＦ 7,606百万円
非上場株式 382百万円

(2) 子会社株式及び関連会社株式 515百万円

種類 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 3,104 5,151 2,047
債券 ― ― ―
その他 183 176 △6

合計 3,288 5,328 2,040

ＦＦＦ 2,524百万円
非上場株式 344百万円

(2) 子会社株式及び関連会社株式 494百万円

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

株式 2,236 4,583 2,347
債券 ― ― ―
その他 183 181 △2

合計 2,419 4,764 2,344

該当事項はありません。

ＦＦＦ 7,515百万円
非上場株式 331百万円

(3) 子会社株式及び関連会社株式 563百万円



前へ 

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

当社グループのデリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用していますので、該当事項はありませ

ん。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

当社グループのデリバティブ取引の期末残高はありません。 

  

前連結会計年度(平成19年３月31日) 

当社グループのデリバティブ取引の期末残高はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

ストック・オプションの内容 

  

 
  

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数
当社および当社子会社の取締役、執行役員、監査役 37名 

当社および当社子会社の従業員          999名

株式の種類及び付与数 普通株式  1,107,000株

付与日 平成14年８月８日

権利確定条件

権利行使時において、当社または当社子会社の取締役、執行役員、

監査役もしくは従業員の地位にあること（ただし、任期満了による

退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りではな

い）。その他、権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議に

より決定するものとする。

対象勤務期間 対象期間の定めはありません。

権利行使期間
平成16年７月１日 

～平成19年６月30日

権利行使価格（円） 515

付与日における公正な 

評価単価（円）
―

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数

当社および当社子会社の取締役、執行役員、監査役     51名 

当社および当社子会社の従業員またはこれらの地位に準ずる者 

                            988名 

株式の種類及び付与数 普通株式  1,588,050株

付与日 平成17年８月11日

権利確定条件

権利行使時において、当社または当社子会社の取締役、執行役員、

監査役もしくは従業員の地位にあること（ただし、任期満了による

退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りではな

い）。その他、権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議に

より決定するものとする。

対象勤務期間 対象期間の定めはありません。

権利行使期間
平成19年７月１日 

～平成22年６月30日

権利行使価格（円） 1,051

付与日における公正な 

評価単価（円）
―



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

 
(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっています。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 特装車事業……………ダンプトラック・テールゲートリフター・タンクローリ・ごみ収集車・コンクリー

トポンプ車・粉粒体運搬車等の製造販売およびアフターサービス 

(2) 環境事業………………リサイクルプラザ・リサイクルセンター・廃棄物ガス化溶融施設・ＲＤＦ(ごみ固

形燃料化)施設・ 終処分場浸出水処理施設等の建設、施設の運転受託およびアフ

ターサービス 

(3) 不動産賃貸等事業……不動産の賃貸、コインパーキング事業、立体駐車装置等の製造販売およびアフター

サービス、損害保険代理業 

３ 平成18年４月１日付で自動車販売事業を構成していたトヨタカローラ浪速株式会社の全株式を譲渡しました

ので、当中間連結会計期間においては自動車販売事業セグメントがなくなっています。 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
  

 
(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっています。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 特装車事業……………ダンプトラック・テールゲートリフター・タンクローリ・ごみ収集車・コンクリー

トポンプ車・粉粒体運搬車・トレーラ・バン型トラックボデー・ウイング型トラッ

クボデー等の製造販売およびアフターサービス 

(2) 環境事業………………リサイクルプラザ・リサイクルセンター・廃棄物ガス化溶融施設・ＲＤＦ(ごみ固

形燃料化)施設・ 終処分場浸出水処理施設等の建設、施設の運転受託およびアフ

ターサービス 

(3) 不動産賃貸等事業……不動産の賃貸、コインパーキング事業、立体駐車装置等の製造販売およびアフター

サービス、損害保険代理業 

３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間において、

当社及び国内連結子会社は法人税法の改正に伴い、減価償却の方法を変更しています。この変更に伴い、従

来の償却方法によった場合と比べて、当中間連結会計期間における営業費用は、特装車事業が59百万円、環

境事業が０百万円、不動産賃貸等事業が０百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しています。 

また、当中間連結会計期間において、受注環境が厳しさを増したことに伴い、受注採算管理の精度を従来よ

りも向上させたことにより、翌期以降の損益に重要な影響を与える可能性の高い受注工事の存在が明らかに

なったため、その損失に備えるための引当を行ないました。この結果、環境事業における当中間連結会計期

間の営業費用が185百万円増加し、営業利益が同額減少しています。 

特装車事業 
(百万円)

環境事業 
(百万円)

不動産賃貸
等事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

22,535 2,779 2,741 28,056 ─ 28,056

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 ─ 229 229 (229) ─

計 22,535 2,779 2,970 28,286 (229) 28,056

営業費用 21,250 2,817 2,631 26,699 (232) 26,467

営業利益 
(又は営業損失)

1,285 △37 338 1,586 3 1,589

特装車事業 
(百万円)

環境事業 
(百万円)

不動産賃貸
等事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

33,523 4,399 2,947 40,870 ― 40,870

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 ― 271 272 (272) ―

計 33,524 4,399 3,219 41,142 (272) 40,870

営業費用 32,154 4,561 2,834 39,550 (274) 39,275

営業利益 
(又は営業損失)

1,369 △161 384 1,592 2 1,595



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっています。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 特装車事業……………ダンプトラック・テールゲートリフター・タンクローリ・ごみ収集車・コンクリー

トポンプ車・粉粒体運搬車等の製造販売およびアフターサービス 

(2) 環境事業………………リサイクルプラザ・リサイクルセンター・廃棄物ガス化溶融施設・ＲＤＦ(ごみ固

形燃料化)施設・ 終処分場浸出水処理施設等の建設、施設の運転受託およびアフ

ターサービス 

(3) 不動産賃貸等事業……不動産の賃貸、コインパーキング事業、立体駐車装置等の製造販売およびアフター

サービス、損害保険代理業 

３ 平成18年４月１日付で自動車販売事業を構成していたトヨタカローラ浪速株式会社の全株式を譲渡しました

ので、当連結会計年度においては自動車販売事業セグメントがなくなっています。 

  

特装車事業 
(百万円)

環境事業
(百万円)

不動産賃貸
等事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

44,296 8,338 5,754 58,390 ― 58,390

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

0 ― 468 468 (468) ―

計 44,297 8,338 6,223 58,859 (468) 58,390

  営業費用 42,019 7,843 5,511 55,374 (473) 54,900

  営業利益 2,277 495 711 3,484 5 3,490



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しました。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しました。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しました。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しました。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しました。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しました。 

  



(企業結合等関係) 

  

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１．子会社を含む結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日並びに

法的形式を含む企業結合の概要 

（１）子会社を含む結合当事企業の名称及び事業の内容 

結合企業  大阪トヨタ自動車株式会社  自動車販売事業 

被結合企業 トヨタカローラ浪速株式会社 自動車販売事業 

（２）企業結合を行った主な理由 

特装車事業及び環境事業とのシナジー効果が薄い自動車販売事業から撤退し、経営資源を特

装車事業と環境事業に集中するため 

（３）企業結合日 

平成18年４月１日 

（４）法的形式を含む企業結合の概要 

トヨタカローラ浪速株式会社の全株式を大阪トヨタ自動車株式会社に譲渡 

２．実施した会計処理の概要 

関係会社株式の譲渡益を特別利益に計上 

３．事業の種類別セグメントにおいて、当該子会社が含まれていた事業区分の名称 

自動車販売事業 

４．当該中間連結会計期間中の中間連結損益計算書に計上されている当該子会社に係る損益の概算額 

平成18年４月１日を企業結合日としているため、中間連結損益計算書に計上されている当該子会社

に係る損益はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１．子会社を含む結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日並びに

法的形式を含む企業結合の概要 

（１）子会社を含む結合当事企業の名称及び事業の内容 

結合企業  日本トレクス株式会社  トレーラ・トラックボディ等輸送用機器の製造販売

（２）企業結合を行った主な理由 

当社の主力事業である特装車事業の強化・拡大を図るため 

（３）企業結合日 

平成19年４月１日 

（４）法的形式を含む企業結合の概要 

日本トレクス株式会社の全株式を住友軽金属工業株式会社から譲受 

 （５）取得した議決権比率 

      1,874,000株 （100.0％） 

２．中間連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成19年４月１日から平成19年９月30日まで 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価

 金銭 3,500百万円

 極東開発工業（株）の株式 500百万円 （502,500株）

取得に直接要した支出

 株価算定費用等 6百万円

  取得原価 4,006百万円



４．発生した負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

 （１）負ののれんの金額 

      2,259百万円 

 （２）発生原因 

     被取得企業の取得原価と、企業結合日における被取得企業の時価評価された純資産額に差額

      が生じたため 

 （３）償却方法及び償却期間 

      ６年間で均等償却 

 ５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

      流動資産         14,674百万円 

      固定資産          9,835百万円 

      資産 計         24,509百万円 

      流動負債         14,291百万円 

       固定負債          3,953百万円 

      負債 計         18,244百万円 

 ６．企業結合が中間連結会計期間の開始の日に完了したと仮定した場合の当中間連結会計期間の中間連

   結会計期間の中間連結損益計算書に及ぼす影響の概算額 

     売上高及び損益情報 

      売上高          12,441百万円 

      営業利益           434百万円         

      経常利益           508百万円    

      税金等調整前中間純利益    492百万円 

      中間純利益          518百万円 

      １株当たり中間純利益    12.28円 

  

     （概算額の算定方法及び重要な前提条件） 

概算額の算定につきましては、買収後の日本トレクス（株）の中間損益計算書（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）を加算したのち内部取引額の消去を行い、負ののれん償

却額及び日本トレクス（株）の100％子会社である九州トレクス（株）・東北トレクス

（株）の持分法損益を加味しています。 

なお、中間連結損益計算書に及ぼす影響の概算額については、会計監査人による監査証明を

受けていません。 

  



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１．子会社を含む結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日並びに

法的形式を含む企業結合の概要 

（１）子会社を含む結合当事企業の名称及び事業の内容 

結合企業  大阪トヨタ自動車株式会社  自動車販売事業 

被結合企業 トヨタカローラ浪速株式会社 自動車販売事業 

（２）企業結合を行った主な理由 

特装車事業及び環境事業とのシナジー効果が薄い自動車販売事業から撤退し、経営資源を特

装車事業と環境事業に集中するため 

（３）企業結合日 

平成18年４月１日 

（４）法的形式を含む企業結合の概要 

トヨタカローラ浪速株式会社の全株式を大阪トヨタ自動車株式会社に譲渡 

２．実施した会計処理の概要 

関係会社株式の譲渡益を特別利益に計上 

３．事業の種類別セグメントにおいて、当該子会社が含まれていた事業区分の名称 

自動車販売事業 

４．当該連結会計年度中の連結損益計算書に計上されている当該子会社に係る損益の概算額 

平成18年４月１日を企業結合日としているため、連結損益計算書に計上されている当該子会社に係

る損益はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,365円70銭 １株当たり純資産額 1,405円12銭 １株当たり純資産額 1,388円20銭

１株当たり中間純利益 14円26銭 １株当たり中間純利益 23円39銭 １株当たり当期純利益 36円57銭

潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益

14円23銭
潜在株式調整後１株
当たり中間純利益

― 潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益

36円42銭

 

当社は、平成17年11月18日付で普通

株式１株につき1.5株の株式分割を

行っています。当該株式分割が前期

首に行われたと仮定した場合の前中

間連結会計期間における１株当たり

情報については、以下のとおりとな

ります。

１株当たり純資産額 1,326円30銭

１株当たり中間純利益 10円39銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

10円31銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め記載していません。

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益

中間(当期)純利益(百万円) 603 986 1,543

普通株主に帰属しない金額 
        (百万円)

─ ― ―

普通株式に係る中間(当期) 
純利益     (百万円)

603 986 1,543

普通株式の期中平均株式数 
         (千株)

42,349 42,181 42,215

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

中間(当期)純利益調整額
        (百万円)

─ ― ―

普通株式増加数  (千株) 68 ― 170

(うち、新株予約権)(千株) 68 ― 170

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益の算定に含ま

れなかった潜在株式の概要

新株予約権

潜在株式の数

1,537,950株

これらの詳細について

は、第４提出会社の状

況 １ 株式等の状況  

(2)新株予約権等の状況

に記載のとおりです。

新株予約権

潜在株式の数

1,522,200株

同左

新株予約権

潜在株式の数

1,529,850株

同左



(重要な後発事象) 

  

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社グループは、平成19年４月１日付で日本トレクス株式会社の全株式を取得いたしました。 
  
１．取得の理由 
  

当社グループは、平成16年４月をスタートとする中期経営計画「Plan2004」のもと、経営基盤を
強化し、企業の発展と企業価値の向上を図るため、「選択と集中」による事業の再構築に鋭意取り
組んでいます。中でも特に本業である特装車事業と環境事業の強化・拡大に努めています。 
この一環として、当社グループの更なる発展のため、トレーラー、ウィングボディ等のトラック

の分野で非常に実績の高い日本トレクスの発行済株式の全部を平成19年４月１日付けをもちまして
住友軽金属工業株式会社より新たに取得し連結子会社といたしました。 

  
２．取得した会社の概要（平成19年３月31日現在） 
  

 
  

(１) 商号 日本トレクス株式会社

(２) 代表者 代表取締役社長 西川 柳一郎

(３) 所在地 愛知県宝飯郡小坂井町伊奈南山新田350番地

(４) 設立年月日 昭和39年８月１日

(５) 事業の内容 トレーラ・トラックボディ等輸送用機器の製造販売

(６) 決算期 ３月

(７) 従業員数 775名

(８) 主な事業所
本社事業所（愛知県宝飯郡小坂井町）、音羽事業所
（愛知県宝飯郡音羽町）、支店・営業所 全国16ヶ所

(９) 資本金  2,011百万円

(10) 総資産 24,219百万円

(11) 純資産  6,958百万円

(12) 発行済株式総数 1,874,000株

(13) 当社との関係 同社は、当社製品の販売先であります。

(14) 近事業年度の業績 (平成18年４月１日～平成19年３月31日）

売上高 26,757百万円

営業利益   369百万円

経常利益   337百万円

当期純利益   94百万円

(15) その他
当面は日本トレクスの社名・ブランドを引き続き使用
していく方針です。



３．株式の取得先の概要 
  

 
  
４．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式数の状況 
  

 
(注)取得価額4,000百万円の内、3,500百万円は金銭を、また、500百万円は当社の保有する自己株式

（普通株式502,500株、１株当たり995円で算定）を取得の対価といたしました。なお、株価の

算定方法につきましては、当社取締役会決議前日（平成19年２月26日）の東京証券取引所にお

ける当社普通株式の終値を用いています。 
  
５．連結セグメントに与える影響 
  

同社を連結子会社とすることにより、平成20年３月期以降、同社は当社グループの特装車事業セグ
メントに区分することとなります。 

  

(2) 【その他】 

特記すべき事項はありません。 

  

(１) 商号 住友軽金属工業株式会社

(２) 代表者 代表取締役社長 枡田 和彦

(３) 所在地 東京都港区新橋５丁目11番３号

(４) 事業の内容 非鉄金属及びその合金の圧延品並びに加工品の製造・販売

(５) 当社との関係 人的関係、資本関係等はありません。

(１) 異動前の所有株式数 ０株 (所有割合 ０％)

(２) 譲渡株式数 1,874,000株 (取得価額 4,000百万円)（注）

(３) 異動後の所有株式数 1,874,000株 (所有割合 100％)



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,671 3,336 3,901

 ２ 受取手形 ※６ 12,761 9,660 11,345

 ３ 売掛金 10,263 13,293 11,933

 ４ 有価証券 7,606 2,524 7,515

 ５ たな卸資産 5,751 5,867 5,442

 ６ 繰延税金資産 773 614 764

 ７ その他 280 473 669

   貸倒引当金 △155 △131 △155

   流動資産合計 40,953 51.0 35,638 45.5 41,417 51.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 ※３ 11,842 11,556 11,711

  (2) 機械及び 
    装置

1,279 1,253 1,307

  (3) 土地 ※３ 12,660 12,601 12,636

  (4) 建設仮勘定 56 199 77

  (5) その他 1,074 1,059 1,058

   有形固定資産 
   合計

26,912 26,670 26,790

 ２ 無形固定資産 333 299 314

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 投資有価 
    証券

5,335 4,756 5,044

  (2) 関係会社 
    株式

― 7,428 3,422

  (3) 投資損失 
    引当金

△275 △275 △233

  (4) その他 7,101 3,883 3,795

   貸倒引当金 △60 △44 △54

  投資その他の 
  資産合計

12,102 15,748 11,974

  固定資産合計 39,349 49.0 42,718 54.5 39,079 48.5

  資産合計 80,302 100.0 78,357 100.0 80,497 100.0



前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 1,975 2,450 2,192

 ２ 買掛金 7,307 7,115 7,847

 ３ 短期借入金 ― ― 500

 ４ １年以内返済 
   予定長期借入 
   金

1,000 ― ―

 ５ 製品保証 
   引当金

534 359 500

 ６ 工事損失 
   引当金

― 185 ―

 ７ その他 ※２ 3,571 2,817 3,714

   流動負債合計 14,387 17.9 12,928 16.5 14,755 18.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期預り 
   保証金

※３ 4,323 4,205 4,331

 ２ 退職給付 
   引当金

1,642 1,543 1,608

 ３ 役員退職慰労 
   引当金

204 125 240

 ４ 長期前受収益 ※３ 401 384 387

 ５ 繰延税金負債 1,724 1,571 1,701

   固定負債合計 8,296 10.3 7,830 10.0 8,270 10.3

   負債合計 22,684 28.2 20,758 26.5 23,025 28.6



 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 11,899 14.8 11,899 15.2 11,899 14.8

 ２ 資本剰余金

      資本準備金 11,718 11,718 11,718

   資本剰余金 
   合計

11,718 14.6 11,718 15.0 11,718 14.5

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 546 546 546

  (2) その他利益 
    剰余金

    圧縮積立金 2,422 2,626 2,645

    圧縮特別積 
    立金

253 ― ―

    別途積立金 27,434 28,834 27,434

    繰越利益 
    剰余金

2,130 1,537 2,754

   利益剰余金 
   合計

32,786 40.9 33,544 42.7 33,381 41.5

 ４ 自己株式 △320 △0.4 △803 △1.0 △919 △1.1

   株主資本合計 56,084 69.9 56,360 71.9 56,080 69.7

Ⅱ 評価・換算差額 
  等
 １ その他有価証 
   券評価差額金

1,534 1.9 1,238 1.6 1,391 1.7

 ２ 繰延ヘッジ 
   損益

△0 △0.0 ― ― ― ―

   評価・換算 
   差額等合計

1,533 1.9 1,238 1.6 1,391 1.7

   純資産合計 57,617 71.8 57,598 73.5 57,472 71.4

   負債純資産 
   合計

80,302 100.0 78,357 100.0 80,497 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 24,625 100.0 24,266 100.0 51,217 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 19,244 78.2 19,748 81.4 40,337 78.8

  売上総利益 5,381 21.8 4,518 18.6 10,880 21.2

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※１ 3,949 16.0 3,633 15.0 7,844 15.3

  営業利益 1,431 5.8 884 3.6 3,036 5.9

Ⅳ 営業外収益 ※２ 205 0.8 200 0.8 360 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※３ 200 0.8 163 0.7 453 0.9

   経常利益 1,437 5.8 922 3.8 2,942 5.7

Ⅵ 特別利益 ※４ 803 3.3 34 0.2 816 1.6

Ⅶ 特別損失
※５ 
※６

332 1.3 159 0.7 310 0.6

   税引前中間 
   (当期)純利益

1,909 7.8 797 3.3 3,449 6.7

   法人税、 
   住民税 
   及び事業税

946 250 1,576

   法人税等 
   調整額

△151 794 3.3 125 375 1.5 △68 1,508 2.9

   中間(当期) 
   純利益

1,114 4.5 421 1.7 1,940 3.8



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

利益
準備金

その他利益剰余金
利益 
剰余金 
合計

圧縮
積立金

圧縮特別
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 11,899 11,718 546 1,932 ─ 26,534 2,910 31,923 △349 55,191

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △211 △211 △211

 圧縮積立金の取崩（注） △29 29 ─ ─

 圧縮積立金の積立（注） 519 △519 ─ ─

 圧縮特別積立金の積立（注） 253 △253 ─ ─

 別途積立金の積立（注） 900 △900 ─ ─

 役員賞与（注） △26 △26 △26

 中間純利益 1,114 1,114 1,114

 自己株式の取得 ─ △1 △1

 自己株式の処分 △13 △13 30 16

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ ─ 489 253 900 △779 863 28 892

平成18年９月30日残高(百万円) 11,899 11,718 546 2,422 253 27,434 2,130 32,786 △320 56,084

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,072 ─ 2,072 57,264

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） ― △211

 圧縮積立金の取崩（注） ― ─

 圧縮積立金の積立（注） ― ─

 圧縮特別積立金の積立（注） ― ─

 別途積立金の積立（注） ― ─

 役員賞与（注） ― △26

 中間純利益 ― 1,114

 自己株式の取得 ― △1

 自己株式の処分 ― 16

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△537 △0 △538 △538

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△537 △0 △538 353

平成18年９月30日残高(百万円) 1,534 △0 1,533 57,617



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 
合計資本準備金

利益
準備金

その他利益剰余金
利益 

剰余金 

合計
圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 11,899 11,718 546 2,645 27,434 2,754 33,381 △919 56,080

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △208 △208 △208

 圧縮積立金の取崩 △19 19 ― ―

 別途積立金の積立 1,400 △1,400 ― ―

 中間純利益 421 421 421

 自己株式の取得 ― △535 △535

 自己株式の処分 △50 △50 652 602

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― ― △19 1,400 △1,217 163 116 279

平成19年９月30日残高(百万円) 11,899 11,718 546 2,626 28,834 1,537 33,544 △803 56,360

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券 

評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 1,391 1,391 57,472

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― △208

 圧縮積立金の取崩 ― ―

 別途積立金の積立 ― ―

 中間純利益 ― 421

 自己株式の取得 ― △535

 自己株式の処分 ― 602

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△153 △153 △153

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△153 △153 126

平成19年９月30日残高(百万円) 1,238 1,238 57,598



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
 (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

利益
準備金

その他利益剰余金 利益 
剰余金 
合計

圧縮
積立金

圧縮特別
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 11,899 11,718 546 1,932 ─ 26,534 2,910 31,923 △349 55,191

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注) △211 △211 △211

 圧縮積立金の取崩 (注) △29 29 ―

 圧縮積立金の積立 (注) 519 △519 ―

 圧縮特別積立金の積立 (注) 253 △253 ―

 別途積立金の積立 (注) 900 △900 ―

 役員賞与 (注) △26 △26 △26

 剰余金の配当 △211 △211 △211

 圧縮積立金の取崩 △29 29 ―

 圧縮積立金の積立 253 △253 ―

 圧縮特別積立金の取崩 △253 253 ―

 当期純利益 1,940 1,940 1,940

 自己株式の取得 △644 △644

 自己株式の処分 △32 △32 74 41

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― ― 713 ― 900 △155 1,458 △569 888

平成19年３月31日残高(百万円) 11,899 11,718 546 2,645 ― 27,434 2,754 33,381 △919 56,080

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券 

評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,072 2,072 57,264

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注) ― △211

 圧縮積立金の取崩 (注) ― ―

 圧縮積立金の積立 (注) ― ―

 圧縮特別積立金の積立 (注) ― ―

 別途積立金の積立 (注) ― ―

 役員賞与 (注) ― △26

 剰余金の配当 ― △211

 圧縮積立金の取崩 ― ―

 圧縮積立金の積立 ― ―

 圧縮特別積立金の積立 ― ―

 当期純利益 ― 1,940

 自己株式の取得 ― △644

 自己株式の処分 ― 41

株主資本以外の項目の期中の変
動額(純額)

△680 △680 △680

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

△680 △680 207

平成19年３月31日残高(百万円) 1,391 1,391 57,472



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

  満期保有目的の債券

  …償却原価法(定額法)

(1) 有価証券

  満期保有目的の債券

同左

(1) 有価証券

  満期保有目的の債券

同左

  子会社株式及び関連会

社株式

  …移動平均法による原

価法

  子会社株式及び関連会

社株式

同左

  子会社株式及び関連会

社株式

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(なお、評価

差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

出しています)

  その他有価証券

   時価のあるもの

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

   …期末日の市場価格

等に基づく時価法

(なお、評価差額

は全部純資産直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定)

   時価のないもの

   …移動平均法による

原価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

 (イ)原材料・仕掛品

   総平均法による原価

法によっています。

(2) たな卸資産

同左

(2) たな卸資産

同左

 (ロ)貯蔵品

   終仕入原価法によ

る原価法によっていま

す。

同左 同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

 

(1) 有形固定資産

  建物は定額法によって

おり、その他の有形固

定資産は定率法によっ

ています。

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりです。

建物 ８～50年

機械及び 
装置

５～17年

  また、取得価額10万円

以上20万円未満の少額

減価償却資産について

は、一括償却資産とし

て３年間で均等償却す

る方法によっていま

す。

 

(1) 有形固定資産

     同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(1) 有形固定資産

同左



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間か

ら、平成19年４月１日

以降に取得した有形固

定資産について、改正

後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更

しています。 

これに伴い、前中間会

計期間と同一の方法に

よった場合と比べ、営

業利益、経常利益、及

び税引前中間純利益が

それぞれ７百万円減少

しています。 

（追加情報） 

法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間か

ら、平成19年３月31日

以前に取得した資産に

ついては、改正前の法

人税法に基づく減価償

却の方法の適用により

取得原価の５％に到達

した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価

償却費に含めて計上し

ています。 

この結果、従来の方法

に比べ、営業利益、経

常利益及び税引前中間

純利益がそれぞれ34百

万円減少しています。

(2) 無形固定資産

  定額法によっていま

す。なお、自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法によっていま

す。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上していま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 投資損失引当金

  関係会社への投資に対

する損失に備えるた

め、その資産内容等を

検討して必要と認めら

れる額を計上していま

す。

(2) 投資損失引当金

同左

(2) 投資損失引当金

同左

(3) 製品保証引当金

  製品のアフターサービ

ス費及び無償修理費に

備えるため、過去の実

績に基づき当中間期負

担額を計上していま

す。

(3) 製品保証引当金

同左

(3) 製品保証引当金

  製品のアフターサービ

ス費及び無償修理費に

備えるため、過去の実

績に基づき当期負担額

を計上しています。

――― (4) 工事損失引当金 

受注工事に係わる将来

の損失に備えるため、

損失発生の可能性が高

く、かつその損失見込

額を合理的に見積もる

ことができる工事につ

いて、当該損失見込額

を計上しています。

―――

（追加情報） 

受注環境が厳しさを増

したことに伴い、受注

採算管理の精度を従来

よりも向上させたこと

により、翌期以降の損

益に重要な影響を与え

る可能性の高い受注工

事の存在が明らかにな

ったため、その損失に

備えるための引当を行

いました。 

この結果、従来の方法

に比べ、営業利益、経

常利益及び税引前中間

純利益がそれぞれ185

百万円少なく計上され

ています。



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しています。

  なお、数理計算上の差

異については、各事業

年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)

による定率法により計

算した額を発生の翌事

業年度より費用処理し

ています。

(5) 退職給付引当金

同左

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当期末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ています。

  なお、数理計算上の差

異については、各事業

年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)

による定率法により計

算した額を発生の翌事

業年度より費用処理し

ています。

(6) 役員退職慰労引当金

  役員及び執行役員の退

職慰労金の支出に備え

て内規に基づく当中間

会計期間末要支給額を

計上しています。

(6) 役員退職慰労引当金

同左

(6) 役員退職慰労引当金

  役員及び執行役員の退

職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく

期末要支給額を計上し

ています。

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

います。

同左  外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理していま

す。

５ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

います。

同左 同左

６ 収益及び費用の計

上基準

 売上高のうち、工期が１

年を超え、かつ請負金額が

２億円以上の環境事業プラ

ント工事については、工事

進行基準を採用していま

す。

同左 同左

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっ

ています。

  振当処理の要件を満た

している為替予約等に

ついては、全額振当処

理を行っています。

  特例処理の要件を満た

している金利スワップ

については、特例処理

を行っています。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左



 

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

 a ヘッジ手段

   ……為替予約

   ヘッジ対象

   ……外貨建金銭債務

 b ヘッジ手段

   ……金利スワップ

   ヘッジ対象

   ……手形割引

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(3) ヘッジ方針 

外貨建の契約の締結時

に先物為替予約を行う

ことを基本方針とし、

実需の範囲内に、また

金利スワップについて

は、手形割引残高の範

囲内に限定していま

す。

(3) ヘッジ方針 

      同左

(3) ヘッジ方針 

      同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

金利も含めた相場変動

幅すべてをその評価対

象に含めています。 

ただし、特例処理によ

っている金利スワップ

については有効性の判

定を省略しています。

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

       同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

       同左

(5) その他リスク管理方法

のうちヘッジ会計に係

るもの

  為替予約及び金利スワ

ップ取引の管理は、財

務部にて行われてお

り、取引に当ってはそ

の都度「社内規程」に

基づき財務担当役員の

承認を受けて実施し、

また、月次報告等によ

り内部統制を機能さ

せ、リスク管理を行っ

ています。

(5) その他リスク管理方法

のうちヘッジ会計に係

るもの

同左

(5) その他リスク管理方法

のうちヘッジ会計に係

るもの

同左

８ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ています。

 消費税等の会計処理

同左

 消費税等の会計処理

同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しています。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は57,618百万円であり

ます。 

また、前中間会計期間において「資

産の部」の「その他」に含めて表示

していました「繰延ヘッジ損失」

は、当中間会計期間から税効果調整

後の金額を「評価・換算差額等」の

内訳科目の「繰延ヘッジ損益」とし

て表示しています。なお、前中間会

計期間の繰延ヘッジ損失について、

当中間会計期間と同様の方法によっ

た場合の金額は６百万円でありま

す。 

中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間財務諸

表は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しています。

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当事業年度から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しています。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は57,472百万円であり

ます。 

財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における財務諸表は、改正後

の財務諸表等規則により作成してい

ます。

――― ――― (企業結合に係る会計基準等) 

当事業年度から「企業結合に係る会

計基準」（企業会計審議会 平成15

年10月31日）及び「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年12月27日 企業会計基

準第７号）並びに「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」（企業会計基準委員会

終改正平成18年12月22日 企業会

計基準適用指針第10号）を適用して

います。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。

――― ――― (役員賞与に関する会計基準) 

当事業年度から「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業会計基準第

４号）を適用しています。これによ

り、従来と同じ方法によった場合と

比べて、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益がそれぞれ25百万円

減少しています。



次へ 

表示方法の変更 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日)

――― （中間貸借対照表） 

 「関係会社株式」は、前中間会計期間まで、投資そ

の他の資産の「その他」に含めて表示していました

が、当中間会計期間末において資産総額の100分の５を

超えたため区分掲記しました。 

なお、前中間会計期間末の「関係会社株式」の金額は

3,422百万円です。 

 



次へ 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

項目
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産か

ら控除した減価

償却累計額

17,109百万円 17,716百万円 17,307百万円

※２ 消費税等の取扱

い

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表

示しています。

同左 ―――

※３ 担保に供する資

産

土地 749百万円

建物 3,053百万円

計 3,803百万円

土地 749百万円

建物 2,897百万円

計 3,646百万円

土地 749百万円

建物 2,975百万円

計 3,725百万円

   担保付債務 長期預り
保証金

4,213百万円

長期前受収益 209百万円

計 4,423百万円

長期預り
保証金

4,096百万円

長期前受収益 180百万円

計 4,277百万円

長期預り
保証金

4,222百万円

長期前受収益 176百万円

計 4,398百万円

 ４ 保証債務

  (1) ㈱クリーンス

テージの銀行

借入金に対す

る保証債務

4,435百万円

(連帯保証であり、当社の

負担割合は50％)

4,106百万円

(連帯保証であり、当社の

負担割合は50％)

4,271百万円

(連帯保証であり、当社の

負担割合は50％)

  (2) ㈱クリーンス

テージの私募

債発行に対す

る保証債務

708百万円

(連帯保証であり、当社の

負担割合は50％)

615百万円

(連帯保証であり、当社の

負担割合は50％)

662百万円

(連帯保証であり、当社の

負担割合は50％)

  (3) ㈱エフ・イ・

イのリース契

約に対する保

証債務

11百万円 ―百万円 ─百万円

  (4) 極東開発パー

キング㈱のリ

ース契約に対

する保証債務

247百万円 245百万円 287百万円

  (5) 当社製品販売

先のリース会

社等の有する

リース債権の

保証債務

37百万円 13百万円 227百万円

 
計 5,441百万円

 
計 5,053百万円

 
計 5,448百万円

 ５ 受取手形割引高 2,069百万円 2,000百万円 2,069百万円

※６ 受取手形中間 

会計期間末日 

残高

中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理

しています。 

なお、当中間会計期間の末

日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が中

間会計期間末日残高に含ま

れています。

中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理

しています。 

なお、当中間会計期間の末

日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が中

間会計期間末日残高に含ま

れています。

当事業年度末日の満期手形

の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理

しています。 

なお、当事業年度末日は金

融機関の休日であったた

め、次の満期手形が当事業

年度度末日の残高に含まれ

ています。

受取手形 391百万円 受取手形 450百万円 受取手形 362百万円



(中間損益計算書関係) 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額 ※１ 減価償却実施額

   有形固定資産 494百万円    有形固定資産 557百万円    有形固定資産 1,034百万円

   無形固定資産 47百万円    無形固定資産 48百万円    無形固定資産 95百万円

※２ 営業外収益の主要項目 ※２ 営業外収益の主要項目 ※２ 営業外収益の主要項目

受取利息 27百万円 受取利息 14百万円 受取利息 40百万円

受取配当金 134百万円 受取配当金 137百万円 受取配当金 224百万円

投資信託分配金 6百万円 投資信託分配金 11百万円 投資信託分配金 18百万円

社宅賃貸料 3百万円 社宅賃貸料 2百万円 社宅賃貸料 5百万円

※３ 営業外費用の主要項目 ※３ 営業外費用の主要項目 ※３ 営業外費用の主要項目

支払利息 41百万円 支払利息 40百万円 支払利息 83百万円

手形売却損 18百万円 手形売却損 17百万円 手形売却損 38百万円

売上割引 23百万円 売上割引 14百万円 売上割引 39百万円

たな卸資産廃却

損
84百万円

たな卸資産廃却

損
47百万円

たな卸資産廃却

損
123百万円

休止資産費用 7百万円
生産体制整備費

用
6百万円

生産体制整備費

用
17百万円

休止資産費用 6百万円 休止資産費用 13百万円

※４ 特別利益の主要項目 ※４ 特別利益の主要項目 ※４ 特別利益の主要項目

関係会社株式売

却益
788百万円

貸倒引当金戻入

益
34百万円 固定資産売却益 6百万円

貸倒引当金戻入

益
14百万円

関係会社株式売

却益
788百万円

貸倒引当金戻入

益
17百万円

※５ 特別損失の主要項目 ※５ 特別損失の主要項目 ※５ 特別損失の主要項目

固定資産処分損 11百万円 固定資産処分損 12百万円 固定資産処分損 31百万円

投資有価証券評

価損
7百万円

投資有価証券評

価損
62百万円

投資有価証券評

価損
7百万円

減損損失 32百万円 減損損失 34百万円 減損損失 32百万円

投資損失引当金

繰入損
275百万円

投資損失引当金

繰入損
42百万円

投資損失引当金

繰入損
233百万円



前へ   次へ 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※６ 減損損失 当中間会計期間において、

当社は以下の資産グループ

について減損損失32百万円

を計上しました。

当中間会計期間において、

当社は以下の資産グループ

について減損損失34百万円

を計上しました。

当事業年度において、当社

は以下の資産グループにつ

いて減損損失32百万円を計

上しました。

 

用途 種類 場所
減損損失

(百万円)

遊休 
資産

土地
青森県八戸 
市他(2件)

23

売却 
予定 
資産

土地・
建物

静岡県 
伊東市

9

当社では、事業資産につき

ましては管理会計上の区分

を基準に、賃貸資産、遊休

資産及び売却予定資産につ

きましては個別物件単位

で、また本社・福利厚生施

設等に関しては共用資産と

して資産のグルーピングを

行なっています。その結

果、時価が下落している遊

休資産については当該資産

の帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、また売却予定

資産については正味売却価

額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失

に計上しています。その内

訳は土地 30百万円、建物

２百万円であります。な

お、当該遊休資産の回収可

能価額は正味売却価額によ

り測定しており、路線価又

は固定資産税評価額を合理

的に調整した価額により算

定しています。

 

用途 種類 場所
減損損失

(百万円)

遊休

資産
土地

青森県  

八戸市
34

当社では、事業資産につき

ましては管理会計上の区分

を基準に、賃貸資産及び遊

休資産につきましては個別

物件単位で、また本社・福

利厚生施設等に関しては共

用資産として資産のグルー

ピングを行なっています。

その結果、時価が下落して

いる遊休資産については当

該資産の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として特別

損失に計上しています。な

お、当該資産の回収可能価

額は正味売却価額により測

定しており、路線価又は固

定資産税評価額を合理的に

調整した価額により算定し

ています。

 

用途 種類 場所

遊休資産 土地
青森県八戸市

他(2件)

売却予定
資産

土地・建
物

静岡県 
伊東市

当社では、事業資産につき

ましては管理会計上の区分

を基準に、賃貸資産及び遊

休資産及び売却予定資産に

つきましては個別物件単位

で、また本社・福利厚生施

設等に関しては共用資産と

して資産のグルーピングを

行なっています。その結

果、時価が下落している遊

休資産について、当該資産

の帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に

計上しています。その内訳

は土地30百万円、建物２百

万円であります。なお、当

該遊休資産の回収可能価額

は正味売却価額により測定

しており、路線価又は固定

資産税評価額を合理的に調

整した価額により算定して

います。



(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加           1,221株 
  

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 ストック・オプション行使に伴う減少        32,550株 

 単元未満株式の売渡しによる減少             182株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 市場買付による増加                608,700株 

 単元未満株式の買取りによる増加           1,971株 
  

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 ストック・オプション行使に伴う減少        197,550株 

 日本トレクス株式会社の株式取得に伴う減少     502,500株 

 単元未満株式の売渡しによる減少              44株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

   増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 市場買付による増加                687,300株 

 単元未満株式の買取りによる増加           1,974株 

   減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

    ストック・オプション行使に伴う減少        80,700株 

    単元未満株式の売渡しによる減少             300株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 402,136 1,221 32,732 370,625

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 1,010,410 610,671 700,094 920,987

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 402,136 689,274 81,000 1,010,410



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円)

機械及び
装置

908 671 237

車両及び
運搬具

371 187 183

工具器具
及び備品

406 258 148

合計 1,687 1,117 569

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末 
残高 

相当額 
(百万円)

機械及び
装置

807 341 465

車両及び
運搬具

412 191 221

工具器具
及び備品

399 196 202

合計 1,619 730 888

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高 
相当額 

(百万円)

機械及び
装置

762 246 516

車両及び
運搬具

389 212 177

工具器具
及び備品

378 157 221

合計 1,531 616 914

(注) 取得価額相当額は未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定していま

す。

 

(注)     同左 (注) 取得価額相当額は未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法に

より算定しています。

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 274百万円

１年超 294百万円

 計 569百万円

１年以内 328百万円

１年超 559百万円

 計 888百万円

１年以内 326百万円

１年超 588百万円

 計 914百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しています。

 

(注)     同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ています。

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

 

支払リース料 186百万円

減価償却費相当額 186百万円

 
 

支払リース料 182百万円

減価償却費相当額 182百万円
 

支払リース料 366百万円

減価償却費相当額 366百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ています。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載は

省略しています。

(減損損失について)

同左

(減損損失について)

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(企業結合等関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

「(1)中間連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」における記載内容と同一であるため、記

載していません。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

「(1)中間連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」における記載内容と同一であるため、記

載していません。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

「(1)中間連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」における記載内容と同一であるため、記

載していません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。 

  

(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社は、平成19年４月１日付で日本トレクス株式会社の全株式を取得いたしました。 
  
１．取得の理由 
  

当社は、平成16年４月をスタートとする中期経営計画「Plan2004」のもと、経営基盤を強化し、
企業の発展と企業価値の向上を図るため、「選択と集中」による事業の再構築に鋭意取り組んでい
ます。中でも特に本業である特装車事業と環境事業の強化・拡大に努めています。 
この一環として、当社グループの更なる発展のため、トレーラー、ウィングボディ等のトラック

の分野で非常に実績の高い日本トレクスの発行済株式の全部を平成19年４月１日付けをもちまして
住友軽金属工業株式会社より新たに取得し連結子会社といたしました。 



前へ 

２．取得した会社の概要（平成19年３月31日現在） 
  

 
  

３．株式の取得先の概要 
  

 
  
４．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式数の状況 
  

 
(注)取得価額4,000百万円の内、3,500百万円は金銭を、また、500百万円は当社の保有する自己株式

（普通株式502,500株、１株当たり995円で算定）を取得の対価といたしました。なお、株価の

算定方法につきましては、当社取締役会決議前日（平成19年２月26日）の東京証券取引所にお

ける当社普通株式の終値を用いています。 

  

(2) 【その他】 

平成19年11月14日開催の取締役会において、平成19年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主 

名簿に記載又は記録された株主に対し、第73期の中間配当を行うことを決議しました。 

(１) 商号 日本トレクス株式会社

(２) 代表者 代表取締役社長 西川 柳一郎

(３) 所在地 愛知県宝飯郡小坂井町伊奈南山新田350番地

(４) 設立年月日 昭和39年８月１日

(５) 事業の内容 トレーラ・トラックボディ等輸送用機器の製造販売

(６) 決算期 ３月

(７) 従業員数 775名

(８) 主な事業所
本社事業所（愛知県宝飯郡小坂井町）、音羽事業所
（愛知県宝飯郡音羽町）、支店・営業所 全国16ヶ所

(９) 資本金  2,011百万円

(10) 総資産 24,219百万円

(11) 純資産  6,958百万円

(12) 発行済株式総数 1,874,000株

(13) 当社との関係 同社は、当社製品の販売先であります。

(14) 最近事業年度の業績 (平成18年４月１日～平成19年３月31日）

売上高 26,757百万円

営業利益   369百万円

経常利益   337百万円

当期純利益   94百万円

(15) その他
当面は日本トレクスの社名・ブランドを引き続き使用
していく方針です。

(１) 商号 住友軽金属工業株式会社

(２) 代表者 代表取締役社長 枡田 和彦

(３) 所在地 東京都港区新橋５丁目11番３号

(４) 事業の内容 非鉄金属及びその合金の圧延品並びに加工品の製造・販売

(５) 当社との関係 人的関係、資本関係等はありません。

(１) 異動前の所有株式数 ０株 (所有割合 ０％)

(２) 譲渡株式数 1,874,000株 (取得価額 4,000百万円)（注）

(３) 異動後の所有株式数 1,874,000株 (所有割合 100％)

中間配当金総額 209百万円

１株当たりの額   5円

支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成19年12月５日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

  

 
  

(1) 
 

臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第３号の規定（特定子会社
の異動）に基づくもの

平成19年４月２日 
関東財務局長に提出。 
 

(2) 
 

自己株券買付 
状況報告書

平成19年４月12日 
平成19年５月15日 
平成19年６月14日 
平成19年７月11日 
平成19年９月12日 
平成19年10月10日 
平成19年11月９日及び 
平成19年12月11日 
関東財務局長に提出。

(3) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第72期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月28日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成18年12月15日

極東開発工業株式会社 

取締役会 御中 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている極東開発工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、極東開発工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

有恒監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  前  田  雅  行  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  山  本  晃  嗣  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成19年12月14日

極東開発工業株式会社 

取締役会 御中 
  

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている極東開発工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、極東開発工業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

大阪監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  池  尻  省  三  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  前  田  雅  行  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  安  岐  浩  一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成18年12月15日

極東開発工業株式会社 

取締役会 御中 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている極東開発工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第72期事業年度の中間会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、極東開発工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

有恒監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  前  田  雅  行  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  山  本  晃  嗣  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成19年12月14日

極東開発工業株式会社 

取締役会 御中 
  

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている極東開発工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第73期事業年度の

中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、極東開発工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

大阪監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  池  尻  省  三  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  前  田  雅  行  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  安  岐  浩  一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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